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要約

近年，動力源の電動化がエネルギーの効率的な利用や制御性能の向上の面からより一層注

目されている。電動化の大きな問題点の 1つとして蓄電装置の大型化がある。これは，蓄電装

置として主に用いられているバッテリのエネルギー密度とパワー密度が小さいことが大きな原

因である。解決方法として，とくにスーパーキャパシタ (SC)とバッテリのハイブリッド蓄電

装置 (HESS)による蓄電装置の高パワー密度化や磁界共振結合方式によるワイヤレス電力伝送

(WPT)により低エネルギー密度を補う高頻度な給電が注目されている。

本論文では，HESSにWPTによる高頻度な給電を応用したエネルギーシステムを提案し，こ

のエネルギーシステムに対してシステム設計の面からHESSの容量比設計法を，WPTの給電

制御の面から通信を用いることなく所望受電電力と最大伝送効率を両立する給電制御法につい

て提案する。

HESSの容量比設計法の提案法では，これまで試行錯誤的に求められていた容量比を理論的

に設計できることを示す。WPTによる複数回間欠給電を想定することで設計パラメータは膨

大となるが，支配的なパラメータのみに注目する。これにより，より簡易に理論的に容量設計

を行うことが可能であり，提案したエネルギーシステムにより従来のバッテリのみのシステム

に対し蓄電装置の重量を低減できることを示す。

また，WPTの給電制御においては，DC-DCコンバータを用いた受電側による受電電力制御

法を提案し，受電側により通信なしで受電電力を制御できることを示す。これに加え，送電側

電圧を制御することで，最大効率で所望電力を伝送できることを示す。これにより双方の通信

を用いることなく受電側で受電電力を，送電側で電力推定と伝送効率制御を独立に行うことで，

電力と効率の両立が可能であることを示す。

さらに，これまで考慮されていなかった双方のコイルの共振周波数のずれによる伝送効率と

受電電力への影響に関しても検討を行い，動作周波数の決定方法についても検討を行う。
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第 1 章

序論

近年，環境問題や化石燃料の枯渇などの問題から，動力源の電動化が注目されている。この

電動化への大きな問題点の 1つとして蓄電装置の大型化がある。この問題の解決策として SCと

バッテリのハイブリッド蓄電装置やワイヤレス給電による高頻度な給電が注目されている。本

章では序論として，研究背景及び目的，本論文の構成について述べる。

1.1 研究背景

1.1.1 電気自動車および電動機械の蓄電装置の問題

近年，地球環境問題や化石燃料の枯渇などの問題から，電気自動車 (Electric vehicle : EV)に

代表されるように動力源の電動化が注目されている。電気自動車は，エネルギーの総合利用効

率が高いだけでなく，モータにより走行するため，ガソリン車と比較して走行性能の向上や静

音性の向上，メンテナンスの簡素化も期待できる。

近年，表 1のように EVの保有台数が増加傾向にあり，電気自動車の普及が期待される [1]。

しかし，この電気自動車の普及の大きな問題点の 1つとして，バッテリなどのエネルギーを貯

蔵する蓄電装置の大型化がある。この蓄電装置の大型化の原因として，バッテリのエネルギー

密度が小さいことと，パワー密度が小さいことがある。エネルギー密度が小さいため，一充電

航続距離を長くするために，大きな蓄電装置を搭載しなければならない。また，パワー密度が

小さいため，加減速時の大きなパワーを供給するために，大きな蓄電装置を搭載しなければな

らない。これらの問題を解決するために，バッテリの大容量化および高パワー密度化や水素電

池の応用も検討されているが，バッテリの経年劣化や水素インフラの整備など多くの問題が残

されている [2][3]。
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表 1: 電気自動車の保有台数の推移

1.1.2 ハイブリッド蓄電装置

上述したように，電気自動車や電動機械の蓄電装置に関する問題は，これらの普及に対して

大きな課題である。これらの 1つの解決策としてハイブリッド蓄電装置 (HESS)が注目を浴び

ている。HESSは，複数のエネルギー貯蔵装置を組み合わせることで，見かけ上，使用目的に適

した蓄電装置を実現するものである。これまでに，スーパーキャパシタ (SC)とエンジン，SC

とバッテリ，水素電池と SCなどのHESSが研究や実用化されている。特に，SCとバッテリの

HESSは，バッテリのパワー密度を SCで補えることから注目を浴びており，実用化に向け盛ん

に研究がされている。本稿ではとくに SCとバッテリのHESSに注目する。

1.1.3 ワイヤレス電力伝送

上述したように，蓄電装置の大型化は大きな課題であり，バッテリのような蓄電装置のエネ

ルギー密度が小さいことも１つの大きな原因である。この解決策の 1つとしてワイヤレス電力

伝送 (WPT)技術による給電が大きな注目を浴びている。WPTによる給電を電気自動車や電動

機械に応用することで，高頻度な給電が可能で，エネルギー密度が小さいという点を補うこと

ができ，蓄電装置の小型化が期待できる。また，非接触で充電を行うため利便性の向上も期待

できる。
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図 1: 本論文の構成

1.2 研究目的

上述したように，電気自動車などに代表される動力源の電動化の大きな妨げとなっているの

は蓄電装置の大型化である。その解決手法として HESSとWPTの応用が注目を集めている。

HESSはバッテリの高パワー密度化を，ワイヤレス給電は低エネルギー密度を補うことを目的

としているため，この双方を組み合わせることで，さらに蓄電装置を小型化できると考えられ

る。しかし，このエネルギーシステムにおいて最適な容量を設計するのは，設計パラメータが

膨大にあるため簡単ではない。また，WPTの給電制御において，所望電力と最大伝送効率の

双方を実現できる制御法はいまだ達成されていない。そのため，本稿では，WPTによる高頻

度な給電を行う場合のHESSの容量比設計法と，所望電力および最大伝送効率を通信を用いず

に両立するWPTの給電制御を明らかにすることを目的とする。

1.3 論文構成

本論文は 7章構成としている。以下，各章の概要について述べる。

本章では，研究背景について説明を行い，本研究の位置づけと目的について述べた。第 2章

では，SCとHESS，WPTの適用動向について述べ，これらを組み合わせたエネルギーシステ

ムを提案する。第 3章では，提案するエネルギーシステムのシステム設計の面から，HESSの

容量比設計について述べる。第 4章以降では，WPTの給電制御について注目する。第 4章で

は，受電側で受電電力制御を行う手法を提案する。第 5章では，送電側と受電側を双方独立に

制御することで伝送効率と受電電力の両立を達成できる手法を提案する。第 6章では，上記の

給電制御を行う際の動作周波数とコイルの共振周波数の関係について述べ，第 7章では結論と

して本研究の成果をまとめ，今後の展望について述べる。
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第 2 章

ハイブリッド蓄電装置とワイヤレス給電

前章でも述べたが，蓄電装置の小型化を目的に，SCとバッテリのHESSやWPTによる給電

が注目され，盛んに研究と開発が行われている。本章では，近年新たな蓄電装置として注目さ

れている SCについて紹介し，SCとバッテリのHESSの適用動向と研究動向について述べる。

また，WPTの手法として磁界共振結合方式が注目を浴びていることを述べ，適用動向と研究

動向について述べる。さらに，WPTとHESSを組み合わせるエネルギーシステムを提案し，蓄

電装置の小型化が期待できることを述べる。

2.1 キャパシタとバッテリハイブリッド蓄電装置

2.1.1 大容量スーパーキャパシタ

スーパーキャパシタ (SC)は，電気二重層キャパシタとも呼ばれる，アルミ電解キャパシタの

数倍のエネルギー容量をもつキャパシタである。これは，電極として多孔質の活性炭を用いて

表面積を稼ぐことで，静電容量を飛躍的に向上させたキャパシタである [4]。バッテリのような

化学現象を用いた蓄電でなく，SCはイオンの電極からの脱着による物理現象を用いた蓄電媒体

であるため，寿命が非常に長く，大電流での充放電が可能である。この他にも，電圧からエネ

ルギー残量が容易にわかること，希金属を用いないため環境負荷が小さいこと，広い動作温度

範囲をもつことなど多くの利点を有している。そのため，新たな蓄電媒体として注目されてお

り，研究や開発が行われている [5] ∼ [7]。株式会社小松製作所では，油圧ショベルの動力源を

キャパシタとエンジンとを併用することで，キャパシタによりピークパワーを供給できるシス

テムが開発されている [8]。これにより，燃費が 25%程度向上したことが報告されている。ま

た，マツダ株式会社では，キャパシタを自動車の回生エネルギーを吸収するために用いるシス

テム i-ELOOPが開発されている [9]。これは，これまでのバッテリでは回収できていなかった

回生エネルギーをキャパシタにより回収することで，燃費を向上させるシステムである。この

他にも，北京交通大学では地下鉄の定置用に応用されたり，本田技研工業株式会社でも車への
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図 2: コマツハイブリッドシステム [8]

図 3: マツダ i-ELOOP[9]

応用が報告されたりと大変注目されている [10][11]。

2.1.2 キャパシタとバッテリハイブリッド蓄電装置

上述したように，SCには多くの利点がある。図 4にバッテリと SCの性能比較したグラフを

示す [12]。図 4から，SCはバッテリと比較してパワー密度が大きく，バッテリは SCと比較し

てエネルギー密度が大きいことがわかる。このようにバッテリと SCはそれぞれ利点と欠点を

もつ。この双方の利点を活せるのが SCとバッテリのHESSであり，HESSに関する研究が盛ん

におこなわれている [13]∼[21]。文献 [13]では，HESSの回路構成について検討が行われており，

HESSの特性は回路構成に大きく依存するため，SCとバッテリの利点を活かせる回路構成につ

いて議論が行われている。また，文献 [14]∼[20]では，SCとバッテリの供給もしくは吸収する

電力を制御するDC-DCコンバータの制御法およびDC-DCコンバータのトポロジーについて

検討が行われている。文献 [21] ∼ [23]では SCのエネルギーマネジメントについて研究が行わ
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図 4: バッテリとキャパシタの性能比較 [12]

れている。SCは特にエネルギー容量が小さいため，エネルギーマネジメントを行うことで，所

望の特性を得ることが可能である。このように SCとバッテリのHESSは蓄電装置の小型化が

見込めるため，大変注目されている。

2.2 磁界共振結合方式を用いたワイヤレス電力伝送

現在注目を浴びているWPTの方式は大きく分けると以下の 3つが有力な候補である。

• 電磁誘導方式

• マイクロ波方式

• 磁界共振結合方式

電磁誘導方式は，一般に効率は 90%以上で数 kW以上の電力伝送が実現されているが，エア

ギャップは数 cmであり大ギャップの伝送には適していない。マイクロ波方式は，非常に長距離

の伝送が可能であるが，電磁波を利用するため人体への悪影響が考えられることや，いまだ高

効率での伝送は難しいなどの課題がある。電磁界共振結合方式は，数十 cmの大ギャップを 90%

以上の高効率で大電力を伝送することができる。そのため，とくに電気自動車などの応用に適

していると考えられ，近年盛んに研究が行われている。そのため，本稿ではWPTの方式とし

て磁界共振結合方式を考える。
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図 5: KAISTで開発された電動バス [29]

磁界共振結合方式（Magnetic Resonant Coupling : MRC）は，2007年にMIT(Massachusetts

Institute of Technology)により発表が行われた [24]。MRCは大ギャップを高効率で大電力を伝

送することが可能であるため，多くの研究と開発が行われている [25]∼[32]。実用化の例として，

韓国科学技術院 (Korean Advanced Institute of Science and Technology : KAIST)ではMRCに

よるWPTによって走行中と停車中に充電を行う図 5のような電動バスが開発され運航してい

る [29]。このバスの路線には，28kmの運行期間に対して駐車場，停留所に 8mの非接触給電設

備を 4個連結したおおよそ 30mの非接触給電設備が埋め込まれている。

2.3 ハイブリッド蓄電装置へのワイヤレス給電の応用と研究課題

以上述べたように，近年，HESSとWPTはそれぞれ大変注目を浴びている。SCとバッテリ

のHESSは蓄電装置の高パワー密度化に寄与し，WPTは低エネルギー密度を補うことが可能

である。そこで，本稿ではHESSにWPTによる複数回間欠給電を応用し，さらなる蓄電装置

の小型化を目指したエネルギーシステムを提案する。

このとき，3要素それぞれの利点から電動機器の要求仕様に最適なHESSの容量比が存在す

る。この最適なHESSの設計法を提案するエネルギーシステムのシステム設計の面から，電動

機器の要求仕様を用いて理論的に明らかにできれば，これまで試行錯誤的に求められていた容

量設計を簡素にでき，大変有益である。これまでの研究では，シミュレーションによる考察ベー
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スでのHESSの容量設計に関する論文はあるが，複数回間欠給電を考慮したものはいまだない

[33], [34]。

また，WPTの給電制御の面から，MRCの伝送効率と受電電力は受電側の負荷インピーダン

スと相互インダクタンスなどにより決定される [30]。送電側電源などの小型化や省エネルギー

の観点から高効率伝送が求められ，蓄電装置の容量と給電時間に限りがあることから，所望の

受電電力を実現する必要がある [38][40]。先行研究では，それぞれの相互インダクタンスにおい

て最大効率となる負荷インピーダンスが存在するため，受電側DC-DCコンバータにより見か

けの負荷インピーダンスを制御し，効率を最大化する手法が提案されている [35]∼[37]。しかし

この場合，送電側電圧により受電電力が決定するため，所望電力を実現するためには通信技術

を用いる必要がある。これまでに，探索法を用いた最大伝送効率と所望受電電力に関する研究

が行われているが，受電電力と伝送効率の関係が理論的に明らかにされておらず，受電電力が

変化する場合に最適な送電側電圧が変化するため実現が難しい [41]。そのため，送受電側で通

信を伴わず，最大効率および所望電力を達成することが大きな課題である。

2.4 まとめ

本章では，研究の SCの適用動向と SCとバッテリの HESSの研究動向について示した。ま

た，MRCによるWPTのEVへの適用動向についても示した。このHESSとWPTはそれぞれ

パワー密度の向上とエネルギー密度の向上を目的として研究されており，これらを組み合わせ

ることでさらに蓄電装置の小型化が可能であろうことを述べ，そのエネルギーシステムについ

て提案した。また，WPTによる蓄電装置への給電に関して，受電側による最大効率を達成す

る給電制御が注目を浴びているが，受電電力と伝送効率の両立という面から，さらなる検証が

必要であることを述べた。
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第 3 章

複数回間欠ワイヤレス給電を行うキャパシ

タ・バッテリハイブリッド蓄電装置の容量比

設計

前章でも述べたが，HESSにWPTによる複数回間欠給電を応用することでさらなる蓄電装

置の小型化が期待できると考える。本章では，エネルギーシステムのシステム設計の面から，

電動機器の要求仕様を用いてHESSの容量比設計法を理論的に明らかにする。

3.1 要求仕様に対する容量比設計

前章でも述べたが，HESSにWPTによる複数回間欠ワイヤレス給電を応用すると，3要素そ

れぞれの利点から電動機器の要求仕様に最適なHESSの容量比が存在する。本章ではこの最適

なHESSの設計法を提案するエネルギーシステムのシステム設計の面から，電動機器の要求仕

様を用いて理論的に明らかにする。電動機器の要求仕様は，電動機器を設計する際に必要な要求

性能から求まるため，本検討では農作業機械などを参考にした数値を仮定して検討を行う。理論

的にHESSの設計法が明らかになることで，車両に搭載する蓄電装置の容量を適切に設計する

ことが容易となる。これまでの研究で，シミュレーションによる考察ベースでのHESSの容量設

計に関する論文はあるが，複数回給電を考慮して設計したものはいまだ見当たらない [33][34]。

また，複数回給電を考慮することで，給電時の損失や給電ポイントへの移動による損失，蓄電

装置のパワー密度の変化など考慮すべきパラメータは膨大となり試行錯誤的に最適設計をする

ことはより困難となる。電気機器の要求仕様から支配的なパラメータを用いて理論的により簡

素に容量比を設計できれば，大変有益である。そのため，本章では，要求仕様をもとにエネル

ギーとパワーのバランスに注目してHSSSの容量比設計を行う手法を提案する。
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図 6: HESSにWPTによる複数回間欠給電を応用した電動機器のイメージ図

3.2 容量比設計に用いる条件式の導出

3.2.1 想定する応用と走行パターン

HESSをもつ電動機器へワイヤレス給電システムを応用した場合の模式図を図 6に示す。本

検討では，図 6のようにWPTにより給電エネルギーをHESSに充電し，走行や作業に用いる

エネルギーシステムを考える。

電動機器にHESSを搭載し，WPTによる給電を応用したエネルギーシステムを図 7に示す。

この回路構成ではDC-link電圧は，バッテリ電圧に固定される。SCに接続されているDC-DC

コンバータは SCからDC-linkに供給する電流制御を行い，SCとバッテリそれぞれから供給す

るパワーを制御する。パワーフロー制御の指針として，バッテリは比較的高エネルギー密度で

ある特徴を活かしてベース電力を，SCは高パワー密度の特徴を活かしてピーク電力を供給す

るように制御を行う。WPT整流後のDC-DCコンバータは伝送側から見た受電側の負荷抵抗値

を制御することを目的に挿入する。整流後にDC-DCコンバータを接続することで，最高伝送

効率の実現や給電電力制御を実現することができる。HESSにWPTによる給電を応用するシ

ステムでは様々な回路構成が考えられるが本稿では，図 7の回路構成を対象とする。また，本

論文ではバッテリ電圧による電動機特性の変化については簡単のため考慮しない。

3.2.2 充電度Qの定義

以上のようなエネルギーシステムをもつ電動機器のHESSの各要素を，電動機器の要求仕様

から設計を行う。本章では，要求仕様を用いて容量設計を行うための条件式を導出する。本検

討では，図 8のように，作業開始地点から終了地点までにあるWPTによる給電ポイントで停
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図 7: HESSにWPTを応用したシステム図

車中給電を行いつつ作業することを考える。本検討では，簡単のため等間隔に給電ポイントを

設置すると仮定する。蓄電装置の容量設計を考える際には，想定されるどのような状況でも運

用できるよう走行のワーストケースを考える必要がある。SCはバッテリに比べ高頻度な充放電

に強く，空充電にしても劣化しない。そのため，想定されるワーストケースの場合に SCが各

給電ポイントにおいてほぼ空充電になるようにエネルギーマネジメントを行い，SCから放電す

ると仮定する。このように仮定することで，給電ポイント間で SCがバッテリをアシストする

ことが可能でHESSの利点を活かすことができる。また，SCやバッテリの使用範囲は電圧低下

による電流増加の抑制もしくは劣化を防止するためなどにより使用範囲が制限され，空充電は

使用範囲におけるエネルギーの下限値とする。なお，今回の検討では，簡単化のためDC-DC

コンバータでの損失や蓄電装置での損失，給電ポイントへ移動するためのエネルギーなどは考

慮しない。

本稿で容量比設計に用いるパラメータを表 2と表 3に示す。バッテリは充電する際と放電す

る際の最大パワーが異なるという性質をもつと想定した。そのためバッテリの充電時と放電時

の最大パワーは別の値とし，SCは充電時と放電時で最大パワーは同じ値と想定した。

HESSにWPTを用いて給電する場合，HESSは SCとバッテリの 2つの要素を持つため，給

電ポイントでそれぞれにどの程度充電するかは 1つの変数となりうる。今回の検討では，SCが

高パワー密度であり高頻度な充放電に対しても適しているため，SCはWPTによる充電ポイン

トにおいて毎回満充電とすることとする。バッテリについては，充電度Qを定義する。Qは，

全容量に対してどの程度バッテリーを充電するのかを表す。Q = 0の場合は，各給電ポイント

において SCのみに充電することを表しており，Q = 1の場合は，バッテリーに満充電まで充

電することを表している。Q = 0.5であれば，各給電ポイントで SCに満充電しつつ，バッテ

– 11 –



図 8: 電動機器の動作パターンの一例

リーには全容量の半分のエネルギーを充電することを表す。つまり，Qは各給電ポイントでの

バッテリの貯蔵エネルギーの変化量Q = ∆SOCと定義できる。このQによって必要とされる

HESSの容量は大きく左右されるため，Qの値を変数の 1つと考え検討を行った。

3.2.3 要求エネルギーに関する条件式

図 8のような作業を行った場合の電動機器のHESSが保有するエネルギー変化のイメージ図

を図 9に示す。

各給電ポイントで同じ量のエネルギーを充電すると仮定すると，電動機器が 1回で充電され

るべきエネルギーEchref は，式 (3-1)のように表される。

Echref =
ED − E0

n
(3-1)

ここで，作業を開始する前には，充電時間が十分にあると考え蓄電装置が満充電の状態から作

業を開始すると仮定すると，HESSの初期エネルギーE0は，式 (3-2)のように表される。

E0 = {(1− α)eBat + αeSC}MHESS (3-2)

また，HESSが 1回の給電で充電するエネルギーEchは，Qを用いて式 (3-3)のように表される。

Ech = {Q(1− α)eBat + αeSC}MHESS (3-3)
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表 2: HESSとWPTの定数パラメータの定義

ED [Wh] Total energy for operation

E0 [Wh] Initial energy of HESS

Echref [Wh] Demanded Energy per one charge

PD [W] Maximum power

pBdis [W/kg] Discharge power density of battery

pBch [W/kg] Charge power density of battery

eBat [Wh/kg] Energy density of battery

EBat [Wh/kg] Energy of battery

PBdis [W/kg] Discharge power of battery

PBch [W/kg] Charge power of battery

PBchref [W] Demanded charge power of battery

pSC [W/kg] Power density of SC

eSC [Wh/kg] Energy density of SC

PSC [W] Power of SC

PSCref [W] Demanded charge power of SC

ESC [Wh] Energy of SC

Pdis [W] Discharge power of HESS

Pcharge [W] Charge power of HESS

Echarge [Wh] Charge energy of HESS

表 3: HESSとWPTの変数パラメータの定義

α Weight ratio of SC

n The number of charge

Q Charge degree

PWPT [W] Charge power from WPT

MHESS [kg] Weight of HESS

Tcharge [h] The total of the charge time

よって，HESSが給電ポイントで 充電するエネルギーが充電すべきエネルギー以上であれば作

業に必要なエネルギーを得られるので，式 (3-1)∼(3-3)より蓄電装置が所持すべきエネルギー

容量の面から求められる条件はEchref ≤ Echから，式 (3-4)のように求められる。

ED

n{(1− α)eBat(Q+ 1
n
) + (1 + 1

n
)αeSC}

≤ MHESS (3-4)
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図 9: HESSの貯蔵エネルギー変化のイメージ図

3.2.4 要求出力電力と充電電力に関する条件式

HESSが出力可能な最大パワー Pdisは，バッテリーと SCの出力パワーの合計であると考え

られるので，式 (3-5)のように表される。

Pdis = {(1− α)pBdis + αpSC}MHESS (3-5)

よって，蓄電装置の出力パワー面から求められる条件は PD ≤ Pdisより，式 (3-6)のように表さ

れる。

PD

(1− α)pBdis + αpSC
≤ MHESS (3-6)

電動機器がWPTにより充電する際の条件を，以下のように定める。

• WPTを最大出力で使用する

• SCの充電とバッテリーの充電の終了時間を同じにする

WPTを最大出力での使用を仮定することで，設置するWPTの設備を適切なものにできる。ま

た，SCもしくはバッテリの片方のみを充電する場合が生じると，それぞれのみで充電パワーを

吸収しなければならず蓄電装置が大型化する。そのため，SCとバッテリの充電時間を同じと

し，片方だけ充電している場合が生じないと仮定した。これにより，与えられた条件での蓄電

装置の重量と充電時間を最小化できる。これらの 2つの条件を満たすためには，SCとバッテリ

に充電したいエネルギーの比で充電電力Pcharge = PWPT を配分すればよい。ここで，充電電力
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表 4: 想定する要求仕様と蓄電装置の諸元

ED 4000 Wh

PD 20000 W

eBat 80 Wh/kg

eSC 3.6 Wh/kg

pBdis 300 W/kg

pBch 100 W/kg

pSC 1000 W/kg

PWPT 3000 W

はHESSがWPTより受電する電力である。つまり，SCとバッテリの充電パワーの配分比は，

式 (3-7)のように表される。

PBchref：PSCref = Q(1− α)eBat：αeSC (3-7)

また，バッテリの充電パワー PBchと SCの充電パワー PSC は充電パワー密度 pBchと pSC のそ

れぞれ式 (3-8), (3-9)のように表される。

PBch = (1− α)MHESSpBch (3-8)

PSC = αMHESSpSC (3-9)

充電するエネルギー比で充電パワーを配分するためには，SCとバッテリそれぞれが，配分され

る充電パワーを受け入れられる必要がある。そのため式 (3-7)∼(3-9)より充電パワーの面から

得られる条件は PBchref ≤ PBch, PSCref ≤ PSC から，それぞれ式 (3-10), (3-11)で表される。

QeBat

pBch{Q(1− α)eBat + αeSC}
Pcharge ≤ MHESS (3-10)

eSC
pSC{Q(1− α)eBat + αeSC}

Pcharge ≤ MHESS (3-11)

これらの条件を満たす場合，充電時間の合計 Tchargeは式 (3-12)で表される。

Tcharge =
ED − {(1− α)eBat + αeSC}MHESS

PWPT

(3-12)

以上の式 (3-4), (3-6), (3-10), (3-11)からなる 4つの条件を満たすMHESS から最小のものを

決定すれば，最小の容量で要求仕様を満たすことができる。
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3.3 容量比設計の計算結果と考察

3.3.1 Qを固定した場合

まず，設計パラメータのうちバッテリの充電度Q = 1, 0, 0.1に固定し，横軸を SCの重量比α

とした場合のそれぞれの条件式とHESSの重量MHESS について考察する。また，給電回数は

1, 3, 5, 10, 100回の場合を示す。

Q = 1の場合

Q = 1における導出した 4つの条件式 (3-4), (3-6), (3-10), (3-11)の計算結果を図 10に示す。

図 10 (b), (c), (d)より，これらの条件は給電回数に影響されないため，すべての給電回数で同

じ曲線を描くことがわかる。また，図 10 (c)より，SCの充電パワー条件は，SCが高パワー密

度であるため，HESSの重量が他の条件に比べ非常に小さいことがわかる。

搭載すべき蓄電装置は，図 10の条件をすべて満たす必要がある。そのため，図 10の結果を

比較し，それぞれの αにおいて最大となる重量の蓄電装置を搭載しなければならない。図 10

の結果から求めたMHESSを図 11に示す。図 10, 11より，αが 0.27より小さい場合には，出力

パワーから求められる条件式 (3-6)によりMHESS が決定される。SCのパワー密度はバッテリ

よりも大きいため，αが 0.27より小さい場合には，αの増加に応じてMHESS が減少する。図

10, 11より，αが 0.27より大きい場合には，バッテリの充電パワーの面から求められる条件式

(3-10)によりMHESSが決定される。これはQ = 1の場合，バッテリに給電ポイントで満充電ま

で充電する充電パワーが必要になるためである。αが 0.27より大きい場合には，条件式 (3-10)

を満たすために αの増加に応じてMHESSが増加する。これらの条件は，給電回数 nに影響さ

れないため，すべての給電回数で同じ曲線を描く。

これらの結果から，Q = 1の場合，MHESSは式 (3-6), (3-10)の等号が成り立つとき最小値と

なる。式 (3-6), (3-10)は給電回数によらない条件であるため，MHESSの最小値は給電回数によ

らない。

Q = 0の場合

Q = 0における導出した 4つの条件式 (3-4), (3-6), (3-10), (3-11)の計算結果を図 12に示す。

図 12 (b), (c), (d)より，これらの条件は給電回数に影響されないため，すべての給電回数で同

じ曲線を描くことがわかる。Q = 0の場合，給電ポイントでバッテリに充電しないため図 12

(d)のバッテリの充電パワー条件は 0となる。

図 12の結果から求めたHESSの重量MHESSを図 13に示す。αの増加につれてMHESSが減

少する範囲では，SCの充電パワー条件式 (3-11)によりMHESS が決定される。Q = 0の場合，

SCが充電パワーをすべて吸収するため，αの増加に応じてMHESSは減少する。αの増加につ

れてMHESSが増加する範囲では，エネルギー条件式 (3-4)によりMHESSが決定される。この
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(a) Constraint of demanded energy.
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(b) Constraint of demanded power.
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(c) Constraint of SC charge power.
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(d) Constraint of battery charge power.

図 10: Q =の場合における制約条件
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図 11: Q = 1の場合におけるHESSの重量
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(a) Constraint of demanded energy.
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(b) Constraint of demanded power.
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(c) Constraint of SC charge power.
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(d) Constraint of battery charge power.

図 12: Q = 0の場合における制約条件

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
0

50

100

150

200

SC ratio α

M
H

E
S
S
 (

k
g

)

 

 

n = 1

n = 3

n = 5

n = 10

n = 100

図 13: Q = 0の場合におけるHESSの重量
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範囲で給電回数 nが少ない場合には，αの増加によりMHESS のエネルギー密度が減少するた

め，MHESSが増加する。また，図 13より給電回数 nが十分にある場合には，MHESSが大きな

エネルギー密度を持つ必要がないため，αの増加に応じてMHESSは減少する。

これらの結果から，Q = 0の場合，給電回数を十分にとれる場合には SCのみを蓄電装置とし

て搭載すればよい。また，給電回数に限りがある場合には，MHESSは最小値をもち，式 (3-4),

(3-11)の等号が成り立つとき最小値となる。

Q = 0.1の場合

Q = 0.1における導出した 4つの条件式 (3-4), (3-6), (3-10), (3-11)の計算結果を図 14に示す。

図 14 (b), (c), (d)より，これらの条件は給電回数に影響されないため，すべての給電回数で同

じ曲線を描くことがわかる。図 14の結果から求めたHESSの重量MHESSを図 15に示す。αの

増加に応じてMHESSが減少する範囲では，出力パワーの条件式 (3-6)によりMHESSが決定す

る。αが大きく給電回数 nが少ない場合には，エネルギーの条件式 (3-4)によりMHESSが決定

する。αが大きく，給電回数 nが多い場合には，バッテリの充電パワーの条件式によりMHESS

が決定する。Q = 0.1の場合には，エネルギー，出力パワー，バッテリの充電パワーの 3つの

条件式によりMHESSが決定される。

これらのQを固定した場合の検討から，それぞれのQと給電回数 nに応じてMHESSを最小

化する αがあることがわかる。

3.3.2 SC容量比の最適値

図 16にQを変化させた場合のHESS重量MHESS のそれぞれのQにおける最小値をプロッ

トした図を示す。ただし，SCの比率αはそれぞれのQでMHESSを最小とする値である。図 16

よりそれぞれの給電回数においてあるQで最小値があることがわかる。さらに，給電回数が多

い場合ほどQの値が小さいところで最小値となる。これは，給電回数が多くなると，各給電ポ

イントでバッテリに充電するエネルギーが小さくて良いことを示す。給電回数を十分に多くで

きる場合には，SCのみを蓄電装置として搭載すれば蓄電装置を最小化できる。この場合，SC

のパワー密度は大きいのでWPTによる充電電力は大きくできる。また，最小値となるときの

条件は，式 (3-4), (3-6), (3-10)の等号が成り立つときである。これは SCのパワー密度が大きい

ため，今回の条件において，SCの充電パワーの条件式 (3-11)がQの値が非常に小さい場合の

みMHESSの最小値決定に影響を与えるからである。

図 16より，給電回数が多いほうがよりMHESSを小さくできることがわかる。そのため，蓄

電装置の小型化のためには，給電回数を十分に設ける方が良い。しかし，実際に給電回数を多

くするには，給電ポイントの設置や給電ポイントへの移動がより多く必要となるため，実際に

適用できる給電回数には限りがある。
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(a) Constraint of demanded energy.
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(b) Constraint of demanded power.
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(c) Constraint of SC charge power.
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(d) Constraint of battery charge power.

図 14: The case of Q = 0.1.
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図 15: Q = 0.1の場合における制約条件
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図 16: 充電電力 3kWの場合におけるHESSの重量
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図 17: 充電電力 1.5kWの場合におけるHESSの重量

3.3.3 WPTによる充電電力の影響

WPTによる充電電力を 1.5kW，4.5kWとした場合の図 16のような図を図 17，18に示す。

この結果から，充電電力を大きくすると各給電回数におけるHESS重量の最小値が大きくなる

ことがわかる。これは，バッテリの充電パワー条件を満たすためにより大きなHESSが必要と

なるためである。この結果から，蓄電装置の小型化にはWPTによる充電電力を可能な限り小

さくするのが良いが，WPTによる充電電力を小さくすると，充電時間がより長くなる。その

ため，充電時間を考慮してWPTによる充電電力を決定すれば，その条件におけるHESS重量

の最小値を求めることができる。
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図 18: 充電電力 4.5kWの場合におけるHESSの重量

また，充電電力を大きくするほど最適なQの値が小さくなる。これは，大きな充電パワーを

吸収するのにキャパシタが適していることを示す。

3.4 HESSの容量設計指針

以上のように，最適な容量比は式 (3-13), (3-14), (3-15)を満たすときに得られる。

ED

n{(1− α)eBat(Q+ 1
n
) + (1 + 1

n
)αeSC}

= MHESS (3-13)

PD

(1− α)pBdis + αpSC
= MHESS (3-14)

QeBat

pBch{Q(1− α)eBat + αeSC}
Pcharge = MHESS (3-15)

WPTによる充電電力が一定であると仮定すると，変数はMHESS, n,Q, αの 4つである。その

ため，今回の検討のように１つのパラメータを決定することにより，最小となるMHESS を求

めることが可能である。

これらの式を用いて，それぞれの充電電力におけるMHESSと充電時間の合計 Tchargeは図 19,

20のように求められる。今回の要求仕様では，従来のバッテリのみの搭載を考えると車載の蓄

電装置は 55 kg必要である。それに対し，図 19, 20の結果から提案するシステムでは，例え

ば n = 5, Pcharge = 3kWとすると Tcharge = 0.7h,MHESS = 38kgに最適に設計でき，蓄電装

置の重量をおよそ 30%低減できる。また，n = 5, Pcharge = 1.5kWとした場合には，Tcharge =

2h,MHESS = 30kgに最適設計でき蓄電装置の重量はおよそ 45%低減できる。本論文で提案す
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図 19: 充電電力とHESSの重量の最小値の関係
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図 20: 充電電力と充電時間の関係

るエネルギーシステムは，受電コイルや電力変換機器を搭載する必要があるため車両重量の増

加が懸念される。しかし，上記のように蓄電装置の最適設計が可能であり大幅に蓄電装置を低

減できるため，車体重量も低減できると考える。また，本論文では重量に注目して検討を行っ

たが，それぞれの蓄電媒体の容積密度を用いれば，本提案手法と同じ手法を用いることが可能

である。

これらの結果から，Pchargeを大きくすれば Tchargeを小さくできるがMHESS が大きくなる。

つまり，TchargeとMHESSにはトレードオフの関係があり，電動機器の求める要求仕様と図 19,

20から容量比設計が可能である。

– 23 –



3.5 まとめ

前章において電動機器や電気自動車にHESSを搭載し，WPTによる複数回給電を行うエネ

ルギーシステムを提案した。本章では，このエネルギーシステムにおいてHESSの容量比の最

適値があることを示し，電動機器の要求仕様に基づいたHESSの設計指針を提案した。バッテ

リの充電度Qを定義し，それを固定し考察することでそれぞれの充電度Qにおいて，HESSの

重量を最小化する SCとバッテリの配分比 αが存在することを示した。さらにHESSを最小化

するQが存在することを述べ，その条件について述べた。これらの結果から，充電度Qを定義

することでHESSに対する複数給電を想定した場合のHESSの設計指針を明らかにした。この

設計指針を用いて設計を行うと，要求仕様に対して最適な蓄電装置の容量比を導出することが

可能で，今回仮定した要求仕様では，n = 5, Pcharge = 3kWの場合，バッテリのみの従来シス

テムより車載の蓄電装置の重量を 30%程度低減できる可能性があることを示した。提案したエ

ネルギーシステムは，受電コイルや電力変換機器が必要であるが，蓄電装置を大幅に低減でき

るため車両の軽量化が可能であると考える。また，給電回数が十分に多くとれる場合には，蓄

電装置としてキャパシタのみを搭載することが最適であり，その場合，WPTの充電電力も大

きくできることを明らかにした。
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第 4 章

磁界共振結合方式によるワイヤレス給電にお

ける受電側電圧制御による給電電力制御

前章では，システム設計の面から，HESSの設計法を理論的に求め，簡易にHESSの容量設

計を行うことができる手法を提案した。本章では，WPTの給電制御の面から，停車中におけ

るWPTの受電側のみによる受電電力制御について述べる。受電側のみで電力を制御すること

で，相互通信を行うことなく，負荷や蓄電装置の求める所望電力を伝送することが可能である。

4.1 ワイヤレス給電の伝送効率と受電電力

4.1.1 負荷抵抗値による伝送効率と受電電力の変化

MRCによるWPTは図 21のような等価回路で表すことができる。これまでの研究では，図 21

を用いて解析が行われており，特に伝送効率や伝送電力に注目した研究行われている [30]∼[32]。

図 21において L1, L2はそれぞれ送電側および受電側コイルの自己インダクタンス，C1, C2

はそれぞれ送電側および受電側の共振コンデンサの容量，R1, R2等価直列抵抗であり，負荷や

伝送距離に応じて変化しない。ZLはみかけの負荷インピーダンスで本稿では，実数であると定

義する。磁界共振結合であるため，送電側と受信側の共振角周波数 ω0が同じ，つまり式 (4-1)

を満たすとする。

ω0 =
1√
L1C1

=
1√
L2C2

(4-1)

図 21の等価回路から入出力の電圧の比率AV，電流増幅率AI，伝送効率 η，受電電力 PLは

回路方程式から求めることが可能で，式 (4-2) ∼ (4-5)と表される。

AV = j
ω0LmZL

R1ZL +R1R2 + (ω0Lm)2
. (4-2)
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図 21: 磁界共振結合方式の等価回路

表 5: コイルの諸元

transmission side voltage:V1 10V

Transmission frequency:f 100.9kHz

Inductance of transmitter coil : L1 0.614mH

Inductance of receiver coil : L2 0.616mH

Resistance of transmitter coil : R1 1.5Ω

Resistance of receiver coil : R2 1.5Ω

Capacitance of transmitter coil : C1 4.05nF

Capacitance of receiver coil : C2 4.04nF

AI =
I20
I10

=
ω0Lm

ZL +R2

. (4-3)

η =
(ω0Lm)

2ZL

(ZL +R2) {R1ZL +R1R2 + (ω0Lm)2}
. (4-4)

PL =
(ω0Lm)

2ZL

{R1ZL +R1R2 + (ω0Lm)2}2
V 2
1 (4-5)

これらの式から伝送電力は負荷インピーダンスのみに影響を受け，受電電力は負荷インピー

ダンスと送電側電圧に影響を受けることがわかる。負荷インピーダンスに対する効率と受電電

力の値が計算結果と一致するか実験により確認した。図 23に負荷インピーダンスに対する η
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図 22: 実験に用いた送受電コイル
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図 23: 負荷インピーダンスに対する伝送効率と伝送電力

と PLの計算結果と実験結果を示す。このとき，電源電圧実効値 10Vで実験を行い，コイルの

パラメータを表 5に示す。この実験結果から，計算結果と測定結果がほぼ一致することがわか

る。計算結果と実験結果のずれは，送受電コイルの抵抗値の誤差や第 6章で述べる送受電コイ

ルの共振周波数と動作周波数のずれによる影響であると考えられる。また，効率 ηと受電電力

PLを最大化する負荷インピーダンス ZLが異なることがわかる。

ここで，伝送効率を最大化する見かけ上の負荷インピーダンスとそのときの受電電力は式
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図 24: エネルギーシステムの回路図

(4-6), (4-7)で表される。

ZL,APmax =

√
R2

{(ω0Lm)
2

R1

+R2

}
. (4-6)

PL,APmax =

√
R1

R2

(ω0Lm)
2{

2R1R2+(ω0Lm)2√
(ω0Lm)2+R1R2+2

√
R1R2

} . (4-7)

また，伝送電力を最大とする負荷インピーダンスとそのときの受電電力は式 (4-8), (4-9)で表

される。

ZL,PLmax =
(ω0Lm)

2

R1

+R2. (4-8)

PLmax =
1

4R1

(
1 + R1R2

ω0Lm

) . (4-9)

コイルの抵抗値が十分に小さいとすると，ZL,APmax<ZL,PLmaxとなり，この場合はZL,APmax<

ZL<ZL,PLmaxであれば，高効率で高出力を得られる。

4.1.2 受電側による受電電力制御の意義

前節のように，WPTの伝送効率と受電電力は受電側の負荷インピーダンスでも決定され，先

行研究では，受電側DC-DCコンバータによりみかけの負荷インピーダンスを制御することで

効率を最大化する手法が提案されている [35]∼[37]。しかし，この場合，送電側電圧で給電電力

が決定され，受電側で受電電力を大きくできない。相互通信を用いない場合には，蓄電装置の

容量，給電時間には限りがあるため，蓄電装置の充電状態 (State of Charge : SOC)を考慮して

給電電力を受電側で決定する必要があり，受電側DC-DCコンバータによる受電電力制御につ

いて述べたものはいまだない。そのため，DC-DCコンバータによる受電電力制御法について

提案する。
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図 25: 受電電力制御のブロック線図

4.2 受電電力制御の提案手法

上述したようにWPTによる伝送効率を最大化する ZLと給電電力を最大化する ZLは異な

る。本章では，WPTの特性をフィードフォワード制御器として用いる給電電力PLの制御法に

ついて述べる。図 24にWPTを T型等価回路とした場合のシステム全体図を示す。このシス

テムにおいて，提案する給電電力制御のブロック線図を図 25に示す。また，今後用いる変数は

図 24のように定義する。また，本提案手法では以下のように仮定する。

• 送電側の電圧は既知もしくは推定可能である [42]。

• 送受電コイルのパラメータは既知である。

4.2.1 矩形波電圧による影響

図 26にWPTにより電力伝送を行った場合の各部の波形を示す。図 24のように，電源のイン

バータは共振周波数で動作することを仮定し，振幅 V0の矩形波電圧を生成する。このとき，図

26に示すように I1は正弦波電流となるため，V1の基本波成分のみ電力伝送に寄与することが

わかる。これはMRCによるWPTがバンドパスフィルタのような特性をもつためである [43]。

ここで，伝送に寄与する V1の基本波成分はフーリエ級数展開から，式 (4-10)のように表せる。

V10 =
2
√
2

π
V0. (4-10)

また，WPTはイミタンス特性を有することが知られている [44]。そのため，図 26に示すよ

うに I2は，見かけ上，周波数が共振周波数の正弦波電流源のようになる。受電側で整流器を用

いて整流すると，V2は図 26のように周波数が共振周波数の矩形波電圧となる。電流が共振周

波数の正弦波であるため，電力伝送に寄与する V2の基本波成分はフーリエ級数展開から，式

(4-11)のように表せる。
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図 26: V1, V2, I1, I2の各部波形

V20 =
2
√
2

π
VWPT . (4-11)

図 26から，基本波成分の力率は送受電側の双方とも 1であるため，基本波成分のみを考える

ことで，WPTの特性を図 24に応用することが可能である。

4.2.2 フィードフォワード制御系の導出

フィードフォワード制御器としてWPTの特性から，所望受電電力P ∗
Lを達成する負荷抵抗値

ZLを導出する。式 (4-2)，(4-5)から，所望電力を達成できる負荷抵抗値ZLは式 (4-12)となる。

ZL =
α−

√
α2 − 4R2

1(R1R2 + (ω0Lm)2)2P 2
L

2R2
1PL

(4-12)

ここで，

α = (ω0Lm)
2V 2

10 − 2R1PL

{
(ω0Lm)

2 +R1R2

}
.

さらに，式 (4-2), (4-12)から，所望電力を伝送するための V20は式 (4-13)のように導出する

ことができる。

V ∗
20 =

ω0Lm

R1

V10 −
2PL((ω0Lm)

2 +R1R2)

ω0LmV10 −
√

(ω0LmV10)2 − 4R1PL((ω0Lm)2 +R1R2)
. (4-13)

これらの結果から，受電側電圧の基本波成分 V20を制御することで，見かけの負荷抵抗値を

制御することができ受電電力を制御できる。式 (4-11), (4-13)から，所望受電電力を実現するた

めにDC-DCコンバータが制御する電圧 VWPT は式 (4-14)のように求められる。
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V ∗
WPT =

ω0Lm

R1

V0 −
π2

4

((ω0Lm)
2 +R1R2)P

∗
L

(ω0Lm)V0 −
√

(ω0LmV0)2 − 1
2
R1P ∗

L((ω0Lm)2 +R1R2)
. (4-14)

式 (4-14)をフィードフォワード制御器として適用する。

また，V ∗
WPT は相互インダクタンスLmに影響を受け，受電側から直接測定することはできな

い。そのため，相互インダクタンスLmを推定する必要がある。Lmは受電側情報 V2, I2から推

定することが可能である [45]。

4.2.3 フィードバック制御系とリミッタに関する考察

実際のシステムでは，コイルのパラメータ誤差や相互インダクタンスの推定誤差，送受電コ

イルの共振周波数のずれなどの原因により受電電力は理論値と比べ誤差をもつ。そのため，図

25のようにフィードバック制御器を用いて定常誤差を小さくする。このフィードバック制御器

は，DC-DCコンバータの電圧制御系よりもフィードバックループが 10倍程度遅くなるよう設

計する必要がある。

また図 23のように，MRCの特性として最大効率となる受電側電圧と最大電力となる受電側

電圧が異なる。その値は，式 (4-2), (4-6), (4-8)から，それぞれ式 (4-15), (4-16)のように表せる。

VWPT ηmax =

√
R2

R1

ω0Lm√
R1R2+

√
R1R2 + (ω0Lm)2

V0 (4-15)

VWPT Pmax =
ω0Lm

2R1

V0. (4-16)

そのため，高効率でより大きな電力を伝送するためには，式 (4-17)の電圧範囲で電力を伝送

する必要がある。

V ∗
WPT =


VWPT ηmax(P

∗
L ≤ PL ηmax)

VWPT (PL ηmax < P ∗
L < PL PLmax)

VWPT PLmax(P
∗
L ≥ PL PLmax).

(4-17)

4.3 実験によるフィードフォワード制御器の検証

4.3.1 実験概要

本章で導出したフィードフォワード制御器の妥当性を実験で検証を行った。表 6に実験装置

のパラメータを示す。また，実験に用いたDC-DCコンバータを図 27に示す。
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表 6: 実験装置の諸元

DC source voltage:E 15V

Battery voltage:VBat 12V

Inductance:LWPT , LSC 48mH

Condenser:CWPT , CDC 2500µF

Switching frequency 20kHz

図 27: 実験に用いたDC-DCコンバータ
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(a) 受電電力
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(b) 伝送効率

図 28: 整流後電圧に対する受電電力と伝送効率の関係

4.3.2 実験結果

図 28に整流後電圧 VWPT に対する受電電力 PLと伝送効率 ηの変化を示す。これらの結果か

ら，図 23に示したように，伝送効率と伝送電力はトレードオフの関係にあることがわかる。図
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(a) VWPT = 20V (b) VWPT = 60V

図 29: 各部実験波形
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図 30: 提案手法のフィードフォワード制御器の実験結果

28の実験結果から実験値と理論値がほとんど一致してしていることがわかる。VWPT が大きい

場合に，理論値と実験値の違いが大きくなることがわかる。これは，VWPT が大きくなり送電

側電流が大きくなることによるため，送電コイルの抵抗値誤差の影響が大きくなることや，後

述するような送受電コイルの共振周波数のずれによる影響があると考えられる。しかし，実験

値と理論値がほとんど一致しているため，フィードバック制御器で補償が可能である。

VWPT = 20, 60Vの場合における図 29に V1, V2, I1, I2の波形を示す。図 29から，上述したよ

うに，I2はほとんど一定の値となり，MRCによるWPTがイミタンス特性を有することがわ

かる。

図 30にフィードバック制御器を用いない場合の提案制御法の結果を示す。図 30から，DC-DC

コンバータにより，VWPT が制御できていることがわかる。さらに，図 30(b)から受電電力の

平均値が指令値と一致しており，受電電力が制御できていることがわかる。また，P ′
Lが指令値

に対して逆応答と遅れを生じている。これは，DC-DCコンバータが VWPT を大きくするため

– 33 –



にCWPT に電力を供給したり，小さくするために電力を吸収したりするためである。これらの

結果から，提案手法により受電側のDC-DCコンバータで受電電力を制御できることがわかる。

4.4 まとめ

本章では，WPTの給電制御の面から送電側と受電側の相互通信を用いずに，送電側電圧一

定時に受電側のみで受電電力制御を行う手法を提案し，実験により検証を行った。MRCによ

るWPTの特性から，最大効率をみたす受電側電圧と最大電力となる受電側電圧が異なること

を述べ，所望電力を実現する受電側電圧を等価回路を用いて理論的に導出した。これをフィー

ドフォワード制御器として用いる制御系を提案し，実験により受電電力を提案手法により制御

できることを述べた。
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第 5 章

ワイヤレス給電における送電側による最大効

率と受電側による所望受電電力の独立制御

前章では，WPTの給電制御の面から，受電側による受電電力制御について提案し検証を行っ

た。本章では，受電側で蓄電装置の状態を考慮して電力制御を行いつつ，送電側で電圧を制御

することで伝送効率を最大化できることを述べる。これにより，送電側と受電側を独立制御す

ることで，通信を用いることなく最大効率で所望電力を両立できることを示し，実験により検

証を行う。

5.1 送電側電圧変化による伝送効率と受電電力への影響

前章では，送電側電圧を一定と仮定して受電側のみで受電電力制御を行った。本章では，送

電側電圧を制御することで受電側による受電電力制御時に伝送効率を改善できることを述べる。

送電側電圧 V10と負荷インピーダンス ZLに対する伝送効率 ηと受電電力 PLの変化を図 31

に示す。図 31より，送電側電圧 V1と負荷インピーダンス ZLにより受電側電力が定まり，ZL

によってのみ効率が決定することがわかる。このことから，送電側電圧 V1と負荷インピーダン

スZLを変化させることで受電側の所望電力を最大効率で伝送できることがわかる。つまり，送

電側と受電側の双方を制御することで最大効率で所望電力を伝送できる。そのため，これまで

の検討では，受電側で伝送効率を最大化し，送電側で所望電力を実現することが考えられてい

た。しかし，この場合，受電側の所望電力を送電側に通信などを用いて情報を送らなければな

らないので，通信なしで実現するのは難しい。そこで本章では，通信を用いずに所望電力と最

大伝送効率を実現する制御構成を提案する。
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(a) 伝送効率 (b) 受電電力

図 31: ZLと V1に対する伝送効率と受電電力

5.2 ワイヤレス給電における送電側による最大効率と受電側に

よる所望受電電力の独立制御

5.2.1 受電側による電力制御時における送電側電圧による伝送効率への影響

本節では，受電側受電電力制御時に送電側電圧を変化させると伝送効率が変化し，最大効率

となる送電側電圧があることを示す。負荷インピーダンスZLは，図 21の等価回路から式 (4-4),

(4-5)を用いて送電側の情報のみで表すことも可能で，式 (5-1)として表される。

ZL=
V20

I20
=
(ω0Lm)

2I10 −R2(V10 −R1I10)

V10 −R1I10
(5-1)

受電側電圧 V20，伝送効率 η，受電電力 PLは式 (4-2) ∼ (4-5), (5-1)から送電側電圧と送電側

電流のみでも表すことができ，それぞれ式 (5-2) ∼ (5-4)と表される。

V20=
(ω0Lm)

2I10 −R2(V10 −R1I10)

ω0Lm

(5-2)

η = f(V10, I10) =
(ω0Lm)

2(V10 −R1I10)I10 −R2(V10 −R1I10)
2

(ω0Lm)2V10I10
(5-3)

PL = f(V10, I10) =
(2ω0Lm)(V10 −R1I10)I10 −R2(V10 −R1I10)

2

(ω0Lm)2
(5-4)

– 36 –



図 32: 送電側と受電側の制御構成

式 (5-3), (5-4)から伝送効率 ηは，受電電力 PLと送電側電圧の基本波の実行値 V10の関数と

して表せる。そのため受電側受電電力制御時，つまり受電電力PLが与えられた場合には送電側

電圧の基本波 V10により伝送効率が決定される。このとき，
∂η

∂V10
= 0を満たし，伝送効率を最

大にする送電側電圧の基本波 V10optが存在し，式 (4-4) ∼ (4-6)から式 (5-5)のように表される。

V10opt =

√
R1R2 {(ω0Lm)2 +R1R2}+ (ω0Lm)

2 +R1R2

ω0Lm {(ω0Lm)2 +R1R2}
1
4 R

1
4
2

R
1
4
1

√
PL (5-5)

よって，受電側で受電電力制御が行われている場合には，送電側電圧の基本波 V10を V10optに

制御することで所望電力を最大効率で伝送することが可能である。

5.2.2 送電側による受電電力推定

式 (5-5)から，最大効率で所望の受電電力を伝送するには，送電側で所望の受電電力の情報

が必要となる。通信を用いずに実現する場合には，送電側で受電側で求める給電電力の情報を

推定する必要がある。これは，受電側で所望の受電電力が実現されるとすると，式 (5-4)を用

いて定常状態における送電側電圧 V10と送電側電流 I10から所望受電電力 PLを推定できる。こ

の推定した給電電力を PLestとする。

5.2.3 送電側による最大効率と受電側による所望受電電力の独立制御

本論文では上記までの内容を考慮し，図 32のような制御構成を提案する。ただし，本論文

では，制御系設計や応答性，安定性に関する議論は行わず，原理的に可能であることの確認を
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図 33: 受電電力の推定の実験結果

行う。受電側では，通信を用いずとも所望電力の情報を得られかつ，受電電力の情報も得るこ

とができるため，前章のようにフィードフォワード制御とフィードバック制御を組み合わせて

用いることが可能であり，これにより所望電力を実現可能である。送電側では，回路方程式か

ら求めた計算式と送電側情報を用いて受電電力を推定し，最大効率となる電圧を実現可能であ

る。この送電側最大効率制御，受電側で受電電力制御を各々独立に行うことで通信を用いずに

最大効率，所望受電電力の両立が可能である。

さらに図 31から，所望受電電力と最大効率を実現するためには，ある負荷インピーダンス

と送電側電圧を実現すればよいことがわかる。そのため，受電側で最大効率制御を実現し，送

電側で所望受電電力を実現することも可能である。しかしこの場合，通信を用いなければ，所

望受電電力の情報を送電側で得ることは難しく，受電電力をフィードバック制御することもで

きない。伝送効率に関しても，理論式から導出した結果を用いてフィードフォワード制御する

ことしかできず，送受電側ともフィードフォワード制御となるため推定値の誤差やパラメータ

誤差により影響を受けやすくなる。これに対して，提案する制御構成では受電側で受電電力を

フィードバック制御器を用いて制御することで，通信を用いずにEVに所望電力をより正確に伝

送することができ，送電側で推定を用いて独立に効率改善ができるため大変有益な手法である。
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図 34: 受電電力と送電側電圧に対する伝送効率の計算結果

5.3 実験による理論式の検証

5.3.1 実験概要

図 22と表 5に示すコイルを用い，導出した理論式と実験結果との確認を行った。図 24のよ

うなシステムでは，DC-DCコンバータにより整流後電圧 VWPT を制御し定電力制御を行う。こ

の整流後電圧 VWPT を模擬するために，負荷として定電圧特性を有する負荷を用いて給電実験

を行った。

5.3.2 実験結果

まず，送電側電圧と送電側電流から受電電力を推定できるかについて確認を行った。図 33に

送電側電圧 V0 = 15V一定時における送電側電流に対する受電電力の理論値と実験結果を示す。

式 (5-4)から求められる計算結果と実験結果がほとんど一致していることから，送電側電圧と

送電側電流から理論値を用いて受電電力が推定できることがわかる。また，送電側電流が小さ

い場合と大きい場合で理論値とのずれが顕著になっている。送電側電流が小さい場合には，受

電側電流が大きくなるため受電側の配線による抵抗値のずれや整流器による電圧降下がより影

響するためである。送電側電流が大きい場合には，送電側の配線による抵抗値のずれの影響が

大きくなるためである。その他にも共振周波数のずれが推定誤差の原因として考えられる。い

ずれにしても計算結果と実験結果はほとんど一致しているため，送電側情報から受電電力が推

定可能である。

この推定法により送電側から受電電力を推定することで，通信を用いずに受電側の所望電力
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(b) PL = 30W

図 35: 受電電力一定時の V2と ηの計算結果と実験結果.

の情報送電側で得ることができ，これを用いて送電側電圧を制御できる。

式 (5-2) ∼ (5-4)より，受電電力 PLと送電側電圧 V1に対する伝送効率 ηの計算結果を図 34

に示す。また，式 (5-2) ∼ (5-4)から求めた受電電力 PL = 20, 30W一定時の送電側電圧 V1に対

する伝送効率 ηと受電側電圧 V2の計算結果と実験結果を図 35に示す。図 34, 35から，それぞ

れの受電電力PLにおいて伝送効率 ηを最大にする送電側電圧が存在することがわかる。また伝

送効率を最大とする送電側電圧は式 (5-5)に示されているように受電電力PLの正の平方根
√
PL

に対して比例する。

図 35の計算結果から伝送効率がピークとなる送電側電圧V1optは，式 (4-10), (5-5)を用いて求

めることができ，受電電力PL = 20Wのとき V1opt = 26.08V，PL = 30Wのとき V1opt = 31.95V

となる。これらの結果から受電側で受電電力制御を行っているため，それぞれの所望受電電力

において送電側電圧を伝送効率が最大になるように制御すれば，高効率と所望電力を両立する

ことができる。また，図 35の送電側電圧の増加に応じて受電側電圧が低下するのは，受電側

で受電電力制御を行うためである。

図 35から伝送効率と受電側電圧の実験結果と理論計算の結果がほとんど一致することがわ

かる。ピークにおける伝送効率の最大値にずれがあるが，これは整流器による電圧降下や配線

による抵抗値の増加，共振周波数のずれによるものと考えられる。伝送効率が最大となる送電

側電圧はほとんど一致していることから，受電電力の情報と式 (5-5)を用いて送電側電圧の制

御で最大効率を実現できる。また，緩やかなピークとなるため提案手法のフィードフォワード

制御のみでも十分に高効率を実現できる。

これらの結果から送電側の情報から推定できる受電電力 PLestと式 (5-5)を用いて送電側電圧

を制御することで，最高効率で所望の受電電力を通信を用いずに実現できる。
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5.4 まとめ

受電側で蓄電装置の状態に応じた受電電力制御，送電側で効率改善制御を各々独立で行うシ

ステムを提案した。これまでは，負荷インピーダンスにより伝送効率が決定するため，受電側

で伝送効率を，送電側で所望電力を制御することのみ考えられていた。それに対し本章では，

受電側で蓄電装置の状態に応じた受電電力制御，送電側で効率改善制御を各々独立で行うシス

テムを提案した。また，受電側で受電電力制御が行われている場合には，送電側電圧を的確に

制御することで最大効率で所望の電力を電力伝送できることと，提案した制御系に必要な所望

の受電電力を送電側から推定できることを等価回路を用いて理論的に述べた。それぞれの妥当

性について実験で確認を行い，相互通信を用いずに最高効率と所望受電電力の両立が理論的に

可能であることを示した。
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第 6 章

送受電コイルの共振周波数ずれに関する影響

の検証

前章までは，WPTの給電制御に関して送受電側双方を独立に制御することで最大効率と所

望電力を実現できることを述べた。また，前章までは送受電コイルの共振周波数が完全に一致

し，動作周波数も共振周波数と一致していることを仮定していた。しかし，実際には送受電コ

イルの共振周波数を完全に一致させることは難しく，この場合にどのように動作周波数を設定

すべきかについてはいまだ議論されていない。本章では，共振周波数のずれによる伝送効率お

よび伝送電力，入力電力の力率への影響に注目し解析と考察を行う。

6.1 周波数のずれを考慮した伝送効率と受電電力

6.1.1 周波数のずれを考慮する意義

これまでは，動作周波数と送電側と受電側コイルの共振周波数は一致するものとして検討を

行った。しかし，実際に適用する場合には送電側コイルと受電側コイルの共振周波数のずれは

コンデンサ容量およびコイルのインダクタンスの誤差などにより生じる。また，EVや家電への

給電を考えると，ある送電コイルからさまざまな受電コイルに送電することは十分に考えられ，

送電側コイルと受電側コイルの組み合わせも変わる応用が多数ある。文献 [46] では，受電側コ

イルの共振周波数を動作周波数と一致させることで伝送効率が最大となり，そのうえで，送電

側コイルの共振周波数を動作周波数と一致させると最大電力を伝送できることが示されている。

また，文献 [39] のように周波数を制御することで電力を制御する研究は行われているが，双方

コイルの共振周波数の動作周波数に対するずれがどのように電力伝送に影響するかは，いまだ

明らかにされていない。

本稿では，送受電側双方のコイルの共振周波数が動作周波数とずれが生じた場合の影響につ

いて等価回路から検討を行う。送電側と受電側コイルそれぞれの共振周波数と動作周波数のず
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れがそれぞれどのように伝送効率や伝送電力および力率に影響を与えるのか明らかとなれば，

コイルの作製や動作周波数の選定において大変有益である。また，動作周波数を共振周波数か

らずらして伝送電力や伝送効率を制御する周波数制御に関しても，この送受電コイルの動作周

波数からのずれを用いているため，周波数制御に関する理解が深まるものと考える。

6.1.2 伝送効率と受電電力の理論式の導出

共振周波数が一致していない場合，前章で考慮していない項の影響を受ける。図 21から，回

路方程式を用いて共振周波数のずれを考慮した場合の伝送効率 η，伝送電力 PL，入力電力の力

率 cosθを求めると以下のようになる。

η=
PL

Re{Pin}
=

(ω0Lm)
2ZL

{(R2+ZL){R1(ZL+R2)+(ω0Lm)2}+R1X2
2

. (6-1)

PL=
(ω0Lm)

2ZL

α+β
V 2
1 . (6-2)

cos θ=
(ω0Lm)

2X2−(R2+ZL)
2X1−X1X

2
2

α+β
. (6-3)

ただし，

X1 = ω0L1 −
1

ω0C1

X2 = ω0L2 −
1

ω0C2

α={R1(ZL+R2)+(ω0Lm)
2}2

β=−2(ω0Lm)
2X1X2+X2

1X
2
2+R2

1X
2
2+(R2+ZL)

2X2
1

とする。

X1, X2は送電側および受電側の共振周波数と動作周波数が一致しないことで生じるインピー

ダンスの項である。そのため，双方のコイルの共振周波数と動作周波数が完全に一致している

場合には 0である。また，X1とX2の絶対値は双方コイルの共振周波数と動作周波数のずれに

応じて大きくなる。

6.2 計算結果と考察

動作周波数を一定として，式 (6-1) ∼ (6-3)を用いて最大効率負荷時と最大電力負荷時におけ

るX1, X2に対する伝送効率 η，伝送電力 PL，入力電力の力率 cosθを求めた結果を図 36 ∼ 53
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に示す。また，本検討では対称コイルについて検討を行い，計算に用いたコイルの基準となる

パラメータを表 5に示す。例えば，今回のコイルにおいてX1 = 15は，伝送コイルのコンデン

サ容量が基準値から 5%程度ずれた場合と等価である。これを，周波数で考えると送電側コイ

ルの共振周波数が 98kHzとなることと等価である。

6.2.1 X1のみの変化による影響

図 36∼38に負荷を最大効率負荷として，X1のみを変化させた場合の結果を示す。図 36∼41

に負荷を最大電力負荷として，X1のみを変化させた場合の結果を示す。効率はX1に全く影響

を受けないことがわかる。また，伝送電力 PLはX2の値がずれている場合には，X1 = 0の場

合に最大値になるわけではないことがわかる。また，この伝送電力のピークは入力電力の力率

が 1となる場合と同じX1でピークとなる。また，送電側のコイルの共振周波数をずらしても

ピークは１つだけ現れることがわかる。X2 = 0の場合においても，X1によって受電電力が大

きく変化することがわかる。また，最大電力負荷時のほうが最大効率負荷時と比較して伝送電

力と入力電力の力率のピークが鋭くなっていることがわかる。

6.2.2 X2のみの変化による影響

図 42∼44に負荷を最大効率負荷として，X2のみを変化させた場合の結果を示す。また，図

45∼47に負荷を最大電力負荷として，X2のみを変化させた場合の結果を示す。効率はX2にの

み影響を受けることがわかる。また，伝送電力 PLはX1の値がずれている場合には，X1 = 0

の場合に最大値になるわけではないことがわかる。また，この伝送電力のピークは入力電力の

力率がピークとなる場合と同じX2でピークとなる。また，受電側のコイルの共振周波数をず

らしてもピークは１つだけ現れることがわかる。さらに，Lmが大きくX1 = 0の場合，X2に

よって受電電力がほとんど変化しないことがわかる。また，最大電力負荷の場合には，X1がず

れているとX2にかかわらずほとんど電力伝送できないことがわかる。

これらのことから，受電電力はX1による影響がより支配的で，送受電コイルの共振周波数

がずれている場合に，電力を安定して伝送したい場合にはX1 = 0となる動作周波数を選択す

る必要がある。また，動作周波数を変化させた場合には，伝送電力 PLのピークが 2つ存在す

る場合があるが，送電側もしくは受電側のみの共振周波数をずらした場合には，ピークは 1つ

になる。

これは数式から導出することも可能で，あるX2に対して伝送電力 PLが最大となる条件は，

∂PL

∂X1
= 0から，

X1=
(ω0Lm)

2X2

X2
2 + (R2 + ZL)2

(6-4)

となる。これを式 (6-3)に代入すると，どのような場合においても cosθ = 1となり，あるX2に
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図 36: X1による変化 (最大効率負荷, Lm=12µH).
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図 37: X1による変化 (最大効率負荷, Lm=38µH).
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図 38: X1による変化 (最大効率負荷, Lm=195µH).

対して伝送電力 PLが最大となるとき，入力電力の力率は 1となる。さらに，あるX1に対して

伝送電力 PLが最大となる条件は，
∂PL

∂X2
= 0から，

X2=
(ω0Lm)

2X1

X2
1 +R2

1

(6-5)
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図 39: X1による変化 (最大電力負荷, Lm=12µH).
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図 40: X1による変化 (最大電力負荷, Lm=38µH).
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図 41: X1による変化 (最大電力負荷, Lm=195µH).

となる。これらの式から，X1, X2のどちらかを変化させた場合には，PLの最大点が１つにな

ることがわかる。
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図 42: X2による変化 (最大効率負荷, Lm=12µH)
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図 43: X2による変化 (最大効率負荷, Lm=38µH)
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図 44: X2による変化 (最大効率負荷, Lm=195µH)

6.2.3 最大効率負荷の場合におけるX1およびX2の変化による影響

図 48 ∼ 50に最大効率負荷時のX1およびX2の変化による伝送効率と伝送電力への影響につ

いて示す。図 48 ∼ 50から，伝送効率 ηは，文献 [46]の通り，受電側コイルの共振周波数のず

れX2によりのみ影響を受ける。また，Lmが大きい場合，すなわち結合が強い場合には共振周
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図 45: X2による変化 (最大電力負荷, Lm=12µH)
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図 46: X2による変化 (最大電力負荷, Lm=38µH)
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図 47: X2による変化 (最大電力負荷, Lm=195µH)

波数のずれによる伝送効率への影響が小さいことがわかる。また，伝送電力 PLは，X1, X2の

双方に影響を受けることがわかり，伝送電力が最大となるのはX1 = X2 = 0の点でないことが

わかる。Lmが小さい場合には，X1, X2の変化により大きく伝送電力が変化する。さらに，あ

るX2に対して伝送電力 PLが最大となるとき，入力電力の力率 cosθは 1である。
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図 48: Lm=12µH (最大効率負荷時).
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(c) 入力電力の力率

図 49: Lm=38µH (最大効率負荷時).
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図 50: Lm=195µH (最大効率負荷時).

6.2.4 最大電力負荷の場合におけるX1およびX2の変化による影響

図 51 ∼ 53に最大効率負荷時のX1およびX2の変化による伝送効率と伝送電力への影響に

ついて示す。図 51 ∼ 53から，最大電力負荷の場合にも伝送効率 ηはX2によりのみ影響を受

ける。最大効率負荷時と同様に結合が強い場合には，共振周波数のずれによる影響が小さいこ

– 49 –



X1

X
2

 

 

−10 −5 0 5 10 15

−10

−5

0

5

10

15

42

42.5

43

43.5

44

44.5

45

(a) 伝送効率

X1

X
2

 

 

−10 −5 0 5 10 15

−10

−5

0

5

10

15

5

10

15

20

25

(b)受電電力

X1

X
2

 

 

−10 −5 0 5 10 15

−10

−5

0

5

10

15

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

(c) 入力電力の力率

図 51: Lm=12µH (最大電力負荷時).
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(c) 入力電力の力率

図 52: Lm=38µH (最大電力負荷時).
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図 53: Lm=195µH (最大電力負荷時).

とがわかる。また，伝送電力 PLは，X1, X2の双方の影響を受けるが，とくにX1による影響

が大きいことがわかる。なお，最大効率負荷時の場合と同様に最大電力負荷の場合においても，

あるX2に対して伝送電力 PLが最大となるとき，入力電力の力率は 1となる。
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6.2.5 負荷抵抗値と相互インダクタンスによる伝送電力最大点の推移

図 48 ∼ 53からわかるように，負荷抵抗値と相互インダクタンス Lmにより伝送電力が最大

となる点と伝送電力の最大値は異なる。それぞれの負荷と相互インダクタンスにおいて最大電

力を伝送できる条件は ∂PL

∂X1
= 0, ∂PL

∂X2
= 0から，

X1 PLmax=±
√

R1

R2+ZL
{(ω0Lm)2−R1(R2+ZL)}

X2 PLmax=±
√

R2+ZL

R1
{(ω0Lm)2−R1(R2+ZL)}

で，複号同順である。また，このときの伝送電力 PLは

PL=
ZL

4R1(R2 + ZL)
V 2
1 (6-6)

となる。上記の条件式から相互インダクタンス LmおよびZLによって最大電力を伝送するX1

とX2が存在する。また，条件式と式 (6-6)から伝送電力は単調増加であるため，双方コイルの

共振周波数と動作周波数が一致し，ZL = ZL PLmaxのとき伝送電力は最大となる。

6.2.6 動作周波数選択に関する一考察

前述した計算結果をまとめると，

• 伝送効率はX2のみの影響を受ける

• Lmが大きい場合のほうがずれによる影響が小さい

• 伝送電力および入力電力の力率に対しては，特に ZLが大きい場合に，X1による影響が

支配的である

ということがわかる。

つまり，ある負荷において伝送効率を最大化する場合には，受電側コイルの共振周波数を動

作周波数に一致させる必要があり，あるコイルの組み合わせにおける伝送電力を最大にしたい

場合には入力電力の力率が 1となるように動作周波数を選択する必要がある。しかし，このよ

うな動作周波数を選択するためには，受電コイルの情報が必要であったり，入力電力の力率の

情報が必要であったりするので，送電側の設備は複雑なものになる。そのため，送電側設備を

簡素化したい用途においては送電側コイルの共振周波数と動作周波数を一致させることが望ま

しい。具体的には，電気自動車への走行中給電などのように相互インダクタンスが変わり，受

電側の負荷がわからない場合などがあげられる。また，受電側の負荷を制御して伝送電力を制

御する場合にも，ZLに対して的確に電力を伝送するために力率を 1にする動作周波数もしくは

送電側のコイルの共振周波数で動作するのが適すると考える。
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6.3 まとめ

本章では，送電および受電コイルの共振周波数と動作周波数を完全に一致させることが難し

いことに注目し，双方コイルの共振周波数と動作周波数のずれによる伝送効率と伝送電力への

影響を解析した。特に，双方コイル間の相互インダクタンス Lmが小さい時にずれによる影響

が大きくなること，伝送効率は受電コイルの共振周波数のずれによりのみ影響を受けること，

伝送電力は送電コイルによる影響より大きくを受けることを示した。伝送電力の最大点は負荷

抵抗値と相互インダクタンスにより決まることを示し，入力電力の力率が 1となる場合にある

X2に対する最大伝送電力となることを示した。これにより，送受電コイルの設計及び動作周波

数の決定に寄与できると考える。
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第 7 章

結論

7.1 まとめ

電気自動車に代表されるように，エネルギーの効率的な利用やモータの特性を活用するを目

的として動力源の電動化が注目されている。しかし，大きな問題点の１つとして蓄電装置の大

型化がある。これは，現在おもに用いられているバッテリのエネルギー密度が小さいこととパ

ワー密度が小さいことが原因である。そのため，このエネルギー密度が小さいこととパワー密

度が小さいことを補い，蓄電装置を小型化することが求められている。

本稿では，蓄電装置の小型化を目的として，バッテリと SCのHESSにWPTによる複数回

間欠給電を応用するエネルギーシステムを提案した。このエネルギーシステムに関してシステ

ム設計の面とWPTの給電制御の面から検討を行った。

1つ目のシステム設計の面から，まず，2章では，HESSにWPTによる複数回間欠給電を応

用すると蓄電装置を軽量化できるであろうことを述べた。3章ではWPTによる複数回間欠給

電を応用した場合のHESSの容量比設計法について提案した。これは，とくにエネルギーとパ

ワーのバランスに注目してHESSの容量比設計を行う手法である。これにより，これまで試行

錯誤的に設計が行われていたHESSの容量比を理論的にかつ簡易に行うことができるようにな

り，大変有益である。

2つ目のWPTの給電制御の面から，まず 4章では，受電側による受電電力制御を提案した。

この手法は，これまで，受電側で効率のみに注目していたところを，受電電力にも注目し受電

側で通信を用いることなく受電電力を制御できる。しかし，この手法ではWPTの伝送効率を

最大化することができない。そこで，5章では受電側で受電電力制御を行い，送電側で効率制

御を行う制御構成について提案した。これを用いることで，双方で通信を用いることなく最高

効率と所望受電電力を両立すことが可能になる。これは，これまでの受電側で伝送効率，送電

側で受電電力という概念を覆し，WPTのさらなる実用化に大きく貢献できる結果である。

さらに，6章ではWPTの送電側と受電側コイルの共振周波数のずれによる伝送効率と受電

電力への影響に関して解析手法を提案し，解析結果に関して考察を行った。伝送効率には受電
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側コイルの共振周波数のずれのみが影響を及ぼし，伝送電力に関しては，双方のコイルの共振

周波数のずれが影響を及ぼすが，特に送電側コイルの共振周波数のずれによる影響が大きいこ

とを示した。そのため，動作周波数を送電側コイルの共振周波数に一致させることで，より電

力を安定供給できるシステムが構築できると述べた。

7.2 今後の課題

本研究では，HESSにWPTを応用するエネルギーシステムを提案したが，回路構成に関す

る検討を行っていないため，今後の課題として回路構成に関する検討があげられる。また，容

量設計についても，さらなる制約条件を導出しより具体的に設計を行える理論が必要である。

WPTの給電制御に関しては，多くのことが研究課題として残されている。まず，本稿で提

案した，送電側による効率制御と受電側による電力制御の制御系設計および安定性解析などが

あげられる。本稿ではDC-DCコンバータと整流器を用いたが PWMコンバータを変換器とし

て用いることも考えられる。また，伝送効率と所望電力の実現に適した回路構成の考察も必要

である。その他にも相互インダクタンスの推定法や推定を用いない最大効率所望受電電力制御

などがあげられる。

さらに本稿では，コイルの共振周波数のずれに関する解析のみ行ったが，同じ手法を用いる

ことでコイル設計に関する考察や周波数制御に関する考察が可能であると考える。また，負荷

インピーダンスの制御のみで電力を大きくすることには限界がある。そのため，負荷インピー

ダンスの制御と周波数制御を組み合わせた電力及び総合効率の最大化制御も考えられる。これ

までの研究では，伝送効率のみに注目した検討が多いが，総合効率を最大化することが最も重

要であり，変換器の特性を考えると周波数制御を負荷インピーダンスの制御と組み合わせるこ

とは，1つの有力な手法であると考える。
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題　　目 「複数回ワイヤレス給電を行うキャパシタ・バッテリー

ハイブリッド蓄電装置の容量比設計」

会　　名 平成 26年電気学会産業応用部門自動車研究会, VT-14-006, pp. 25–30

場　　所 名古屋大学 (愛知県名古屋市)

年　　月 2014年 2月

[6] 著　　者 平松敏幸，黄孝亮，加藤昌樹，居村岳広，堀洋一

題　　目 「受電側電圧制御によるワイヤレス給電電力制御における

フィードフォワード制御器の実験的検証」

会　　名 平成 26年電気学会産業応用部門大会,

産業応用部門大会予稿集 2-13, pp. 131–134

場　　所 東京電機大学 (東京都足立区)

年　　月 2014年 8月

[7] 著　　者 平松敏幸，居村岳広，堀洋一

題　　目 「磁界共振結合方式によるワイヤレス給電における

周波数ずれによる影響の解析」

会　　名 2015年電子情報通信学会総合大会

場　　所 立命館大学　びわこ・くさつキャンパス (滋賀県草津市)

年　　月 2015年 3月　（発表予定）

共著論文

[8] 著　　者 Xiaoliang HUANG, Toshiyuki HIRAMATSU, Yoichi HORI

題　　目 “Energy Management Strategy Based on Frequency Varying Filter for

the Battery Supercapacitor Hybrid System of Electric Vehicles”

会　　名 The 27th International Electric Vehicle Symposium & Exhibition, pp. 1–6

場　　所 Gran Via Exhibition Centre, Barcelona, Spain

年　　月 Nov, 2013

[9] 著　　者 Xiaoliang HUANG, Toshiyuki HIRAMATSU, Yoichi HORI

題　　目 Optimized Topology and Converter Control for Supercapacitor

Based Energy Storage System of Electric Vehicles

会　　名 International Electric Technology Conference 2013, 20144088

場　　所 Annex Hall, Pacifico Yokohama , Yokohama, Japan

年　　月 May, 2014
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[10] 著　　者 Xiaoliang HUANG, Toshiyuki HIRAMATSU, Yoichi HORI

題　　目 “System Design and Converter Control for Super Capacitor and

Battery Hybrid Energy System for Electric Vehicles with In-Wheel Motors”

会　　名 Power Electronics and Applications (EPE ’14-ECCE Europe),

　　 2014 16th European Conference

場　　所 Lappeenranta University of Technology, Lappeenranta, Finland, pp. 1–10

年　　月 Aug, 2014

[11] 著　　者 Xiaoliang HUANG, Toshiyuki HIRAMATSU, Yoichi HORI

題　　目 “Bidirectional Power Flow Control for Battery Super Capacitor

Hybrid Energy System for Electric Vehicles with In-Wheel Motors”

会　　名 16th International Power Electronics and Motion Control Conference

and Exposition, pp. 578–583

場　　所 Ramada Plaza Hotel, Antalya, Turkey

年　　月 Sep, 2014

雑誌および講演

[12] 著　　者 平松敏幸

題　　目 「韓国慶尚北道亀尾市ワイヤレス給電バス」

雑 誌 名 キャパシタフォーラム会報誌，通巻 9号

年　　月 2014年 4月

[13] 講 演 者 平松敏幸, 黄孝亮

題　　目 「韓国フォーラム報告」

会 　名 キャパシタフォーラム会報

場　　所 神奈川県川崎市

年　　月 2013年 12月

受賞

[14] 受 賞 者 平松敏幸

受 賞 名 自動車技術会大学院研究奨励賞

年　　月 申請中
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特許

[15] ワイヤレス電力伝送に関する特許 1件（出願予定）
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